
令和２年矢巾町議会定例会７月会議議事日程 

 

                          令和２年７月21日（火） 

                          午前１０時 開  議 

第１．会議録署名議員の指名 

 

第２．会議期間の決定 

 

第３．請願・陳情の審査報告 

２請願第１号  教職員定数改善と義務教育費国庫負担制度２分の１復元をはかる 

ための、2021年度政府予算に係る意見書採択の要請についての請 

願 

 

第４．報告第 ９ 号 自動車破損事故による損害賠償請求事件に関する専決処分に係る

報告について 

 

第５．議案第５４号 一般職の職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正する条例に 

ついて 

 

第６．議案第５５号 令和２年度矢巾町一般会計補正予算（第４号）について 

 

第７．議案第５６号 令和２年度矢巾町国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号）

について 

 

第８．発議案第４号  教職員定数の改善及び義務教育費国庫負担制度拡充に係る意見書

の提出について 

 

 

 

 

 

 



議 案 目 次 

 

 

                       令和２年矢巾町議会定例会７月会議 

 

 

１．請願・陳情の審査報告 

  ２請願第１号 教職員定数改善と義務教育費国庫負担制度２分の１復元をはかる

ための、2021 年度政府予算に係る意見書採択の要請についての請

願 

 

２．報告第 ９ 号 自動車破損事故による損害賠償請求事件に関する専決処分に係る

報告について 

 

３．議案第５４号 一般職の職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例

について 

 

４．議案第５５号 令和２年度矢巾町一般会計補正予算（第４号）について 

 

５．議案第５６号   令和２年度矢巾町国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号） 

について 

 

６．発議案第４号   教職員定数の改善及び義務教育費国庫負担制度拡充に係る意見書 

の提出について 



令和２年 ７月２１日 

 

矢巾町議会 

 議長  藤 原 由 巳  様 

 

矢巾町議会教育民生常任委員会 

 委員長  赤 丸 秀 雄  

 

 

請 願 審 査 報 告 書 

 

 本委員会が、令和２年矢巾町議会定例会６月会議において付託を受けた請願の審査

が終了したので、会議規則第９４条第１項の規定により、その結果を次のとおり報告

する。 

 

記 

１  付議事件名 

   ○２請願第１号 ： 教職員定数改善と義務教育費国庫負担制度２分の１復元を

はかるための、2021年度政府予算に係る意見書採択の要請

についての請願 

      請願者   盛岡市大通一丁目１番 16号 

             岩手県教職員組合  いわて盛岡支部 

              支部長  栗 田 裕 年 

 

      紹介議員  山  﨑  道  夫 

 

２  委員会開催年月日 

   令和２年７月６日（月） 

 

３  出席委員 

   赤 丸 秀 雄   川 村 よし子   吉 田 喜 博 

   村 松 信 一   廣 田 清 実    

 

４  審査経過 

   令和２年７月６日午後２時５０分より、委員出席のもと、２請願第１号につい

て協議・検討を行い慎重審議した。 

 



５  審査結果 

    ２請願第１号については、全会一致で採択すべきものと決定した。 

 

６  審査意見 

   学校現場では、貧困・いじめ・不登校など解決すべき課題が山積し、子どもた

ちの豊かな学びを実現するための教材研究や授業準備の時間を十分に確保する

ことが困難な状況にあります。ゆたかな学びや学校の働き方改革を実現するため

には、定数改善計画に基づく教職員定数改善が不可欠です。       厳しい財源のなか、独自財源で人的措置を行っている自治体もあり、自治体間
の教育に格差が生じることは大きな問題であり、全国どこでも一定水準の教育を

受けられることが憲法上の要請であります。 
   以上のことから、本請願の主旨は理解できるものとして、採択すべきとした。 
 



報告第９号 

 

   自動車破損事故による損害賠償請求事件に関する専決処分に係る報告につ

いて 

 

 自動車破損事故による損害賠償請求事件に関し、その損害賠償の額の決定及びこれ

に伴う和解について、地方自治法（昭和22年法律第67号）第180条第１項及び矢巾町

長専決条例（平成26年矢巾町条例第７号）第２条第２号の規定により別紙のとおり専

決処分したので、同法第180条第２項の規定により、次のとおり報告する。 

 

 

 

 

 

  令和２年７月21日提出 

 

 

 

                  矢巾町長 高 橋 昌 造 

 

 



議案第５４号 

 

   一般職の職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例について 

 

 一般職の職員の特殊勤務手当に関する条例（昭和43年矢巾町条例第23号）の一部を

次のように改正する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  令和２年７月21日提出 

 

 

 

                  矢巾町長 高 橋 昌 造 

 

 

 



   一般職の職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例  

 一般職の職員の特殊勤務手当に関する条例（昭和43年矢巾町条例第23号）の一部を次のように改正する。  

改正前 改正後 

   附 則 

１・２ 〔略〕 

 

 

〔新設〕                         

 

 

 

 

 

 

 

 

〔新設〕                         

 

   附 則 

１・２ 〔略〕 

 （新型コロナウイルス感染症に対処するための防疫作業手当の

特例） 

３ 職員が、新型コロナウイルス感染症を指定感染症として定め

る等の政令（令和２年政令第11号）第１条に規定する新型コロ

ナウイルス感染症（以下この項において「新型コロナウイルス

感染症」という。）の患者若しくは新型コロナウイルス感染症

の疑いのある者（次項において「患者等」という。）の救護又

は新型コロナウイルス感染症の病原体に汚染された物件若し

くは汚染の危険がある物件の処理作業に従事したときは、防疫

作業手当を支給する。この場合において、第３条の規定は、適

用しない。 

４ 前項の手当の額は、作業１日につき3,000円（患者等の身体

に接触し、又は患者等に長時間にわたり接して行う作業に従事

した場合にあっては、4,000円）とする。 

備考 改正箇所は改正後欄の下線部分の規定であり、〔  〕の記載は注記である。  

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。  

 



議案第 ５５ 号 

 

令和２年度矢巾町一般会計補正予算（第４号） 
 

令和２年度矢巾町の一般会計補正予算（第４号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ50,843千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ

13,403,895千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 

歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１３条第１項の規定により翌年度に繰り越して使用するこ

とができる経費は、「第２表 繰越明許費」による。 

（債務負担行為の補正） 

第３条 債務負担行為の変更及び廃止は、「第３表 債務負担行為補正」による。 

（地方債の補正） 

第４条 地方債の追加及び廃止は、「第４表 地方債補正」による。 

 

令和 ２ 年 ７ 月２１日提出 

矢巾町長 高 橋 昌 造 



－2－

第１表 歳　入　歳　出　予　算　補　正　　　

歳   入 （単位：千円）

14

2 国 庫 補 助 金

15

2 県 補 助 金

3 委 託 金

18

2 基 金 繰 入 金

県 支 出 金 930,235 7,851 938,086

款 項 補 正 前 の 額 補  正  額 計

国 庫 支 出 金 4,388,989 6,458 4,395,447

3,318,211 6,458 3,324,669

360,773 7,221 367,994

歳 入 合 計 13,353,052 50,843 13,403,895

補 正 さ れ な か っ た 款 項 に か か る 金 額 7,648,937 7,648,937

60,176 630 60,806

384,888 36,534 421,422

繰 入 金 384,891 36,534 421,425



歳   出 （単位：千円）

2

1 総 務 管 理 費

3

2 児 童 福 祉 費

4

1 保 健 衛 生 費

5

1 労 働 諸 費

8

4 都 市 計 画 費

10

1 教 育 総 務 費

2 小 学 校 費

3 中 学 校 費

4 社 会 教 育 費

5 保 健 体 育 費

労 働 費 31,400 △ 2,914 28,486

31,400 △ 2,914 28,486

総 務 費 4,111,731 23,297 4,135,028

款 項 補 正 前 の 額 補  正  額 計

1,995,310 10,518 2,005,828

3,880,813 23,297 3,904,110

民 生 費 3,718,258 10,518 3,728,776

250,433 1,307 251,740

衛 生 費 734,739 1,307 736,046

1,171,6761,6281,170,048土 木 費

552,218 1,628 553,846

教 育 費

122,124 646 122,770

1,021,384 17,007 1,038,391

歳 出 合 計 13,353,052 50,843 13,403,895

補 正 さ れ な か っ た 款 項 に か か る 金 額 2,565,492 2,565,492

249,985 1,112 251,097

279,363 1,589 280,952

232,470 7,184 239,654

137,442 6,476 143,918

- 3 -



 



歳入歳出予算補正事項別明細書



……….. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

…… 
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款 計

１　総　括
（単位：千円）歳 入

補 正 前 の 額 補  正  額

1 町 税 3,637,0953,637,095

2 地 方 譲 与 税 179,705179,705

3 利 子 割 交 付 金 1,9621,962

4 配 当 割 交 付 金 6,8546,854

5 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 5,3905,390

6 法 人 事 業 税 交 付 金 31,95531,955

7 地 方 消 費 税 交 付 金 655,101655,101

8 環 境 性 能 割 交 付 金 19,56919,569

9 地 方 特 例 交 付 金 27,61227,612

10 地 方 交 付 税 1,810,2091,810,209

11 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 4,3584,358

12 分 担 金 及 び 負 担 金 160,060160,060

13 使 用 料 及 び 手 数 料 79,12179,121

14 国 庫 支 出 金 6,458 4,395,4474,388,989

15 県 支 出 金 7,851 938,086930,235

16 財 産 収 入 6,1526,152

17 寄 附 金 300,036300,036

18 繰 入 金 36,534 421,425384,891

19 繰 越 金 60,00060,000

20 諸 収 入 131,158131,158

21 町 債 532,600532,600

歳     入     合     計 13,353,052 50,843 13,403,895



地 方 債

補 正 前 の 額 計補 正 額款
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（単位：千円）

特    定    財    源
一般財源

国県支出金 そ の 他

補 正 額 の 財 源 内 訳

歳 出

1 132,724132,724議 会 費

2 23,297 4,135,0284,111,731 23,297総 務 費

10,5183 10,518 3,728,7763,718,258民 生 費

4 1,307 736,046734,739 1,307衛 生 費

△1,4575 △2,914 28,48631,400 △1,457労 働 費

6 602,975602,975農 林 水 産 業 費

7 109,579109,579商 工 費

8 1,628 1,171,6761,170,048 1,628土 木 費

9 417,575417,575消 防 費

5,24810 17,007 1,038,3911,021,384 11,759教 育 費

11 1,9801,980災 害 復 旧 費

12 1,291,6581,291,658公 債 費

13 11諸 支 出 金

14 9,0009,000予 備 費

歳     出     合     計 13,353,052 50,843 13,403,895 14,309 36,534



歳          入



……….. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

…… 
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14  国庫支出金

２　歳　入

（単位：千円）国庫補助金2国庫支出金（款） 14 （項）

補 正 額 説    明
金   額区   分

節
計補正前の額目

1,840児童福祉費補助金21,840民生費国庫補助金2 118,124116,284 1,840子ども・子育て支援交付金の増

4,618学校管理費補助金64,618教育費国庫補助金5 89,38784,769 4,618学校保健特別対策事業費補助金

3,324,6696,4583,318,211計

県補助金（項） 2県支出金（款） 15

8,678児童福祉費補助金58,678民生費県補助金2 134,152125,474 1,178ひとり親世帯臨時特別給付金給付事務費補助金

7,500新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業費補助金

△1,457労働諸費補助金1△1,457労働費県補助金7 01,457 新型コロナウイルス感染症対策緊急雇用助成事業費補助

　　　 △1,457金の減

367,9947,221360,773計

委託金（項） 3県支出金（款） 15

630教育振興費委託金1630教育費委託金6 6300 630学校安全総合支援事業委託金

60,80663060,176計

基金繰入金（項） 2繰入金（款） 18

36,534財政調整基金繰入136,534財政調整基金繰入1 245,385208,851 36,534財政調整基金繰入金の増

金金

421,42236,534384,888計



 



歳          出



……….. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

…… 
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2  総務費

３　歳　出

（款） 2 総務費 （項） 1 総務管理費 （単位：千円）

目 補正前の額 補 正 額 計

補  正  額  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

1一般管理 3,151,199 22,048 3,173,247 22,048 10需 用 費 10 ◎乳児特別定額給付金給付事業 22,048

費   ○乳児特別定額給付金給付事業 22,048

11役 務 費 38     消耗品費 10

    通信運搬費 38

18負担金､補助 22,000     乳児特別定額給付金 22,000

及 び 交 付 金

5財産管理 133,135 1,249 134,384 1,249 11役 務 費 103 ◎財産管理事業の増 1,146

費   ○財産管理事業の増 1,146

12委 託 料 1,146     測量調査業務委託料 220

    不動産鑑定業務委託料 926

◎車両管理運営事業の増 103

  ○車両管理事業の増 103

    手数料 103

計 3,880,813 23,297 3,904,110 23,297

（款） 3 民生費 （項） 2 児童福祉費

1児童福祉 215,681 5,018 220,699 5,018 1報 酬 327 ◎健全育成事業の増 3,840

総務費   ○児童館運営事業の増 3,840

3職 員 手 当 等 754     消耗品費 2,000

    感染症対策備品購入費 1,840

8旅 費 36

◎ひとり親世帯臨時特別給付金給

10需 用 費 2,002   付事業 1,178

  ○一般職員給与費 699

11役 務 費 59   ○ひとり親世帯臨時特別給付金

    給付事業 479

17備 品 購 入 費 1,840     会計年度任用職員報酬 327

    会計年度任用職員手当等 55

    費用弁償 36
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（款） 3 民生費 （項） 2 児童福祉費 （単位：千円）

目 補正前の額 補 正 額 計

補  正  額  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

    消耗品費 2

    通信運搬費 59

3児童福祉 1,213,951 5,500 1,219,451 5,500 7報 償 費 16 ◎町立保育園事業の増 500

施設費   ○町立保育園運営事業の増 500

10需 用 費 12     謝礼 16

    消耗品費 12

17備 品 購 入 費 472     感染症対策備品購入費 472

18負担金､補助 5,000 ◎私立保育園助成事業の増 5,000

及 び 交 付 金   ○私立保育園等整備費補助事業

    の増 5,000

    新型コロナウイルス感染症緊

    急包括支援事業費補助金 5,000

計 1,995,310 10,518 2,005,828 10,518

（款） 4 衛生費 （項） 1 保健衛生費

2予防費 70,103 1,307 71,410 1,307 3職 員 手 当 等 815 ◎感染症総合対策事業の増 1,307

  ○一般職員給与費の増 815

10需 用 費 492   ○新型コロナウイルス感染症対

    策事業の増 492

    消耗品費 492

計 249,126 1,307 250,433 1,307

（款） 5 労働費 （項） 1 労働諸費

1労働諸費 31,400 △2,914 28,486 △1,457 △1,457 18負担金､補助 △2,914 ◎雇用安定化対策事業の減 △2,914

及 び 交 付 金   ○雇用安定化対策事業の減 △2,914
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5  労働費

（款） 5 労働費 （項） 1 労働諸費

    新型コロナウイルス感染症対

    策雇用調整助成金事業主負担

    分補助金 △2,914

計 31,400 △2,914 28,486 △1,457 △1,457

（款） 8 土木費 （項） 4 都市計画費

1都市計画 219,183 1,628 220,811 1,628 14工 事 請 負 費 1,628 ◎都市計画総務事業の増 1,628

総務費   ○矢巾町活動交流センター維持

    管理事業の増 1,628

    工事請負費 1,628

計 552,218 1,628 553,846 1,628

（款） 10 教育費 （項） 1 教育総務費

3教育振興 57,397 646 58,043 630 16 10需 用 費 426 ◎学校安全総合支援事業 646

費   ○学校安全総合支援事業 646

13使 用 料 及 び 220     消耗品費 426

賃 借 料     使用料及び賃借料 220

計 122,124 646 122,770 630 16

（款） 10 教育費 （項） 2 小学校費

1学校管理 93,609 5,582 99,191 2,993 2,589 10需 用 費 1,597 ◎小学校保健衛生事業の増 5,582

費   ○小学校保健衛生事業の増 5,582

17備 品 購 入 費 3,985     消耗品費 1,597

    感染症対策備品購入費 3,985

2教育振興 138,861 1,602 140,463 1,602 13使 用 料 及 び 1,602 ◎小学校教育振興事業の増 1,602

費 賃 借 料   ○小学校教育振興事業の増 1,602

    使用料及び賃借料 1,602

計 232,470 7,184 239,654 2,993 4,191
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（款） 10 教育費 （項） 3 中学校費 （単位：千円）

目 補正前の額 補 正 額 計

補  正  額  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

1学校管理 62,411 3,056 65,467 1,625 1,431 10需 用 費 1,805 ◎中学校保健衛生事業の増 3,056

費   ○中学校保健衛生事業の増 3,056

17備 品 購 入 費 1,251     消耗品費 1,805

    感染症対策備品購入費 1,251

2教育振興 75,031 3,420 78,451 3,420 18負担金､補助 3,420 ◎中学校教育振興事業の増 3,420

費 及 び 交 付 金   ○中学校教育振興事業の増 3,420

    修学旅行キャンセル料 3,420

計 137,442 6,476 143,918 1,625 4,851

（款） 10 教育費 （項） 4 社会教育費

2公民館費 63,688 1,150 64,838 1,150 17備 品 購 入 費 1,150 ◎矢巾町公民館事業の増 1,150

  ○矢巾町公民館運営事業の増 1,150

    感染症対策備品購入費 1,150

3文化会館 63,713 △38 63,675 △38 17備 品 購 入 費 1,150 ◎田園ホール運営事業の減 △38

費   ○田園ホール運営事業の減 △38

18負担金､補助 △1,188     感染症対策備品購入費 1,150

及 び 交 付 金     ＡＩサーマルカメラ購入費補

    助金 △1,188

計 249,985 1,112 251,097 1,112

（款） 10 教育費 （項） 5 保健体育費

3学校給食 225,322 1,589 226,911 1,589 1報 酬 1,462 ◎共同調理場管理運営事業の増 1,589

費   ○共同調理場運営事業の増 1,589

3職 員 手 当 等 109     会計年度任用職員報酬 1,462
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10  教育費

（款） 10 教育費 （項） 5 保健体育費

8旅 費 18     会計年度任用職員手当等 109

    費用弁償 18

計 279,363 1,589 280,952 1,589
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１　一  般  職
（１）総　　括 （単位：人、千円）

給　　　　　　与　　　　　　費

退職手当負担金 107,911 
児童手当 8,050 

退職手当負担金 107,911 
児童手当 8,050 

退職手当負担金 0 
児童手当 0 

　※【】内は再任用短時間勤務職員について内書き、(　)内は会計年度任用職員について外書き。

（単位：千円）

区　　分 期末手当
管理職員特
別勤務手当

特殊勤務
手　　当

補 正 後 136,127 520 910

補 正 前 136,127 520 95

比　　較 0 0 815

（２）給料及び職員手当の増減額の明細 （単位：千円）

昇給に伴う増加分

その他の増減分

699 

815 

給　与　費　明　細　書

区　　分 職 員 数 共 済 費 合　　計 備　　考
報　　酬 給　　料 職員手当 計

補正後
167 

582,433 331,695 914,128 188,117 1,102,245 

【1】 (187,740) (43,056) (16,432) (247,228) (21,853) (269,081)

補正前
167 

582,433 330,181 912,614 188,117 1,100,731 

【1】 (185,951) (43,056) (16,268) (245,275) (21,853) (267,128)

比　較
0 

0 1,514 1,514 0 

勤勉手当
寒冷地
手　当

1,514 

【0】 (1,789) (0) (164) (1,953) (0) (1,953)

管理職
手　当

日直手当
時 間 外
勤務手当

災害派遣
手　　当

12,958 8,762 13,982 97,343 9,711 8,952 537 41,893 0

12,958 8,762 13,982 97,343 9,711 8,952 537 41,194 0

0 0 0 0 0 0 0 699 0

区　　分 増 減 額 増減事由別内訳 説　　　明 備　　考

職
員
手
当
の
内
訳

扶養手当 通勤手当 住居手当

給    料 0 給与改定に伴う増減分

職員手当 1,514 制度改正による増減分

防疫作業手当に係る分

ひとり親世帯臨時特別給付金に
係る分

その他の増減分 1,514 



議案第 ５６ 号   
令和２年度矢巾町国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号）  

令和２年度矢巾町の国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 
（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１
表 歳入歳出予算補正」による。          

令和 ２ 年 ７ 月 ２１ 日提出 
矢巾町長 高 橋 昌 造 
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第１表 歳　入　歳　出　予　算　補　正　　　

歳   入 （単位：千円）

1

1 国 民 健 康 保 険 税

3

1 県 補 助 金

8

1 国 庫 補 助 金

歳   出 （単位：千円）

3

1 医 療 給 付 費 分

0 513 513

1,709,553 342 1,709,895

国 庫 支 出 金 0 513 513

歳 出 合 計 2,354,259 0 2,354,759

国民健康保険事業費納付金 607,116 0 607,116

453,285 0 453,285

補 正 さ れ な か っ た 款 項 に か か る 金 額 1,747,643 1,747,643

款 項 補 正 前 の 額 補  正  額 計

416,852 △855 415,997

0歳 入 合 計 2,354,759 2,354,759

補 正 さ れ な か っ た 款 項 に か か る 金 額 228,354 228,354

県 支 出 金 1,709,553 342 1,709,895

計

国 民 健 康 保 険 税 416,852 △855 415,997

款 項 補 正 前 の 額 補  正  額



     
歳入歳出予算補正事項別明細書 



  



－5－

款 計

１　総　括
（単位：千円）歳 入

補 正 前 の 額 補  正  額

1 国 民 健 康 保 険 税 △855 415,997416,852

2 使 用 料 及 び 手 数 料 200200

3 県 支 出 金 342 1,709,8951,709,553

4 財 産 収 入 22

5 繰 入 金 195,645195,645

6 繰 越 金 30,00030,000

7 諸 収 入 2,5072,507

8 国 庫 支 出 金 513 5130

歳     入     合     計 2,354,759 0 2,354,759



地 方 債

補 正 前 の 額 計補 正 額款

－6－

（単位：千円）

特    定    財    源
一般財源

国県支出金 そ の 他

補 正 額 の 財 源 内 訳

歳 出

1 27,50727,507総 務 費

2 1,669,4071,669,407保 険 給 付 費

8553 607,116607,116 △855国 民 健 康 保 険 事 業 費 納 付 金

4 46,75946,759保 健 事 業 費

5 11基 金 積 立 金

6 11公 債 費

7 2,9682,968諸 支 出 金

8 1,0001,000予 備 費

歳     出     合     計 2,354,759 0 2,354,759 855 △855



    
歳     入 
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1  国民健康保険税

２　歳　入

（単位：千円）国民健康保険税1国民健康保険税（款） 1 （項）

補 正 額 説    明
金   額区   分

節
計補正前の額目

△652医療給付費分現年1△855一般被保険者国民1 415,968416,823 △652医療給付費分現年課税分の減

課税分健康保険税

△149後期高齢者支援金2 △149後期高齢者支援金分現年課税分の減

分現年課税分

△54介護納付金分現年3 △54介護納付金分現年課税分の減

課税分

415,997△855416,852計

県補助金（項） 1県支出金（款） 3

342特別交付金2342保険給付費等交付1 1,708,9041,708,562 342特別調整交付金分（市町村分）の増

金

1,709,8953421,709,553計

国庫補助金（項） 1国庫支出金（款） 8

513災害等臨時特例補1513災害等臨時特例補1 5130 513災害等臨時特例補助金

助金助金

5135130計



  



    
歳     出  
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3  国民健康保険事業費納付金

３　歳　出

（款） 3 国民健康保険事業費納付金 （項） 1 医療給付費分 （単位：千円）

目 補正前の額 補 正 額 計

補  正  額  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

1一般被保 453,285 0 453,285 855 △855 財源更正

険者医療

給付費分

計 453,285 0 453,285 855 △855



  



発議案第４号 

 

   教職員定数の改善及び義務教育費国庫負担制度拡充に係る意見書の提出に 

   ついて 

 

 上記の議案を別紙のとおり矢巾町議会会議規則(昭和62年矢巾町議会規則第１号)第

14条の規定により提出する。 

 

 

   令和２年  ７月２１日 

 

 矢巾町議会議長  藤 原 由 巳  様 

 

 

           提出者  矢巾町議会議員  赤 丸 秀 雄 

 

           賛成者     〃     川 村 よし子 

 

            〃      〃     吉 田 喜 博 

 

            〃      〃     村 松 信 一 

 

            〃      〃     廣 田 清 実 

 

            〃      〃     廣 田 光 男 

 

 



教職員定数の改善及び義務教育費国庫負担制度拡充に係る意見書   新型コロナウイルス感染症対策として３月には全国で一斉臨時休業が行われました。
また、４月以降も、再開する学校、休業が延長された学校、再休業に入る学校などが

あり、学校現場では学びの保障や心のケア、感染症対策など教職員が不断の努力を続

けています。  学校現場では、新学習指導要領への対応だけでなく、貧困・いじめ・不登校など解
決すべき課題が山積しており、子どもたちのゆたかな学びを実現するための教材研究

や授業準備の時間を十分に確保することが困難な状況となっています。ゆたかな学び

や学校の働き方改革を実現するためには、加配措置ではなく抜本的な定数改善計画に

基づく教職員定数改善が不可欠です。  厳しい財政状況の中、独自財源により人的措置等を行っている自治体もありますが、
自治体間の教育格差が生じることは大きな問題です。国の施策として定数改善にむけ

た財源保障をし、子どもたちが全国のどこに住んでいても、一定水準の教育を受けら

れることが憲法上の要請です。ゆたかな子どもの学びを保障するための条件整備は不

可欠です。  よって、国会及び政府におかれては、地方教育行政の実情を十分に認識され、地方
自治体が計画的に教育行政を進めることができるように、下記の措置を講じられるよ

う強く要請します。  
記 

１ 計画的な教職員定数改善を推進すること。 
２ 教育の機会均等と水準の維持向上をはかるため、義務教育費国庫負担制度の負担
割合を２分の１にすること。   以上、地方自治法第９９条の規定に基づき、意見書を提出します。      令和２年 ７月２１日   内閣総理大臣  安 倍 晋 三  殿  財 務 大 臣  麻 生 太 郎  殿  総 務 大 臣  高 市 早 苗  殿  文部科学大臣  萩生田 光 一  殿  内閣官房長官    菅      義  偉   殿  衆議院議長  大 島 理 森  殿  参議院議長  山 東 昭 子  殿  



 県選出国会議員  衆議院議員   小 沢 一 郎  殿    〃     鈴 木 俊 一  殿    〃     階     猛  殿    〃     高 橋 比奈子  殿    〃     藤 原   崇  殿  参議院議員   木戸口 英 司  殿    〃     横 澤 高 徳  殿                        岩手県紫波郡矢巾町議会                       議 長  藤 原 由 巳  


